
１．交付金事業の名称

放射線利用・原子力基盤技術人材育成事業

２．交付金事業の事業主体

茨城県

３．交付金事業の実施場所

茨城県産業戦略部技術振興局科学技術振興課　　水戸市笠原町９７８番６

４．交付金事業の概要

５．交付金事業に要した経費及び交付金充当額

円
円

６．交付金事業の成果及び評価

交付金事業に要した経費

交 付 金 充 当 額 101,080,558

　本交付金事業により，J-PARC及び県ビームラインの利用技術を広く地域の産業界に普及させるため，中小企業との橋渡し的な役割
を担う人材の育成として，延べ１２６名の茨城県内の公設試験研究機関の職員に講義・実習を行った。その結果，公設試験研究機関
が企業から受けた相談のうち７２件について，量子線に係る技術的相談に答えることができた。
　具体的には，J-PARC及び県ビームライン等の量子線の知見を有する茨城大学に事業を委託し，公設試験研究機関の職員に対して，
研修コース及び実践コースを実施した。
　研修コースにおいては，量子線の基礎的な研修を行うことを目的とし，中性子，Ｘ線，電子線等，量子線の基礎的な内容を座学で
学ぶ講義や装置等を実際に操作して解析等を体験する実習等を計９回実施した。
　実践コースにおいては，「金属の微視組織観察・残留応力測定」等の３テーマについて，年間を通した実験等を通して，量子線に
関する実践的な測定技術の習得を図った。内容としては，２～５名毎の公設試験研究機関の職員が３テーマについて実習に参加し，
それぞれ担当教員から量子線に関する実践的な測定技術を学習した。また，年度末には実践コースの１年間の成果として，テーマ毎
に１年間で量子線に関し学習したことを発表した。

　平成２０年度に完成し，供用を開始した２本の茨城県中性子ビームライン（茨城県材料構造解析装置，茨城県生命物質構造解析装
置）について，産業利用の拡大に資する研究として，これまで装置の持つ限界性能を引き出す計測手法の高度化，測定精度及びユー
ザーの使い勝手の向上を目指した研究を実施してきた。平成３０年度は，J-PARC及び県ビームラインの利用技術を広く地域の産業界
に普及させることを目的として，中性子等の量子ビーム技術を理解し，中小企業との橋渡し的な役割を担う人材を育成するため公設
試験研究機関の人材育成を実施した。

101,141,790


